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証券コード：7908

平成25年６月７日

株主各位
東京都新宿区新宿二丁目19番１号

株式会社 き も と
代表取締役社長 木本和伸

第53回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第53回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申し上げます。
　また、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権をご行使いただくことができますの
で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に議案に対す
る賛否をご表示いただき、平成25年６月24日（月曜日）午後５時50分までに到着するようご返
送いただきますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

１． 日 時 平成25年６月25日（火曜日）午前10時
受付開始時間は午前９時30分を予定しております。

２． 場 所 東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号 YUITO（日本橋室町野村ビル）

「野村コンファレンスプラザ日本橋」６階大ホール

３． 目的事項 報告事項
１. 第53期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）事業報告、
連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果
報告の件

２. 第53期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）計算書類
報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件（目的の追加について）

第３号議案 定款一部変更の件（本店の所在地の変更について）

第４号議案 当社株券等の大量買付行為に関する対応方針（買収防衛策）
　 の更新の件

第５号議案 取締役４名選任の件

第６号議案 役員賞与支給の件
以 上
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○当社は、法令及び定款第15条の３の規定により、事業報告の「その他企業集団の現況に関する重要な事項」、
「会社役員の状況」のうち「1.取締役及び監査役の状況」の「(注)5.当事業年度末日後の取締役の地位の変更」
及び「3.社外役員に関する事項」、「会計監査人の状況」、「業務の適正を確保するための体制の決議の内容の概
要」、「会社の支配に関する基本方針」、連結計算書類の「連結注記表」、計算書類の「個別注記表」につきまし
ては、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.kimoto.co.jp/）に掲載させていただ
きますので、本添付書類には記載しておりません。したがいまして、本添付書類は、監査報告を作成するに際
し、会計監査人及び監査役が監査をした対象の一部であります。
○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。また、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.kimoto.co.jp/）に掲載させていただきます。
○当日当社では軽装（クールビズ）にてご対応させていただきますので、ご了承くださいますようお願い申し上
げます。また、株主の皆様におかれましても軽装にてご出席ください。

株主懇談会開催のご案内
　当日は本総会終了後、同会場にてKIMOTOグループの第54期（平成25年４月１日から平成26年３月31
日まで）事業計画について、株主の皆様にご説明をさせていただきたく株主懇談会を開催いたしますので、
あわせてご出席くださいますようご案内申し上げます。
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株 主 総 会 参 考 書 類
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金銭

当社普通株式

配当総額 
208,602,208円

１株につき8円

平成25年6月26日

配当財産の
種類

配当財産の
割当てに
関する事項
及びその総額

剰余金の
配当が効力を
生じる日

1

2

3

6

第１号議案
剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりとい
たしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　剰余金の配当につきましては、連結ベースでの業

績に応じた利益の配分を基本とし、既存事業の体質

強化及び将来の戦略分野への投資に必要な資金を勘

案し、配当を実施することとしております。

　当事業年度の期末配当につきましては、当事業年

度の業績を勘案いたしまして、当社普通株式１株に

つき８円（普通配当６円、創立60周年記念配当２

円）といたしたいと存じます。

　また、中間配当金として５円をお支払いしており

ますので、当事業年度の年間配当金は、当社普通株

式１株につき13円となります。
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第２号議案
定款一部変更の件（目的の追加について）

変更の理由
　高付加価値な農産物の生産・加工及び販売、並びに
酒類の販売の事業に対応するため、現行定款第２条に

規定する目的をそれぞれ追加いたしたいと存じます。

現行定款
（目的）

変更案
（目的）

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とす
る。
(1) ～ (7) ＜条文省略＞

＜新 設＞
＜新 設＞

(8) ＜条文省略＞

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とす
る。
(1) ～ (7) ＜現行どおり＞
(8) 農産物の生産、加工および販売
(9) 酒類の販売
(10) ＜現行どおり＞

（注）下線は変更部分を示しております。
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第３号議案
定款一部変更の件（本店の所在地の変更について）

変更の理由
　技術開発型企業として、研究開発、営業及び管理
業務機能を集約し、事業経営の効率化、並びに迅速
化を図るため、現行定款第３条に規定する本店の所
在地を東京都新宿区から埼玉県さいたま市に変更い
たしたいと存じます。

　
　この変更につきましては、平成25年７月１日をも
って効力を生じるものとし、その旨の附則を設ける
ものであります。また、当該附則は、本店移転効力
発生日経過後これを削除したいと存じます。

現行定款 変更案
（本店の所在地）
第３条 当会社は、本店を東京都新宿区に置く。
　
　

＜新 設＞

（本店の所在地）
第３条 当会社は、本店を埼玉県さいたま市に

置く。
　

附 則
第３条（本店の所在地）の変更は、平成25年７月１
日をもって効力を生ずるものとする。なお、本附則
は、効力発生日経過後これを削除する。

（注）下線は変更部分を示しております。
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第４号議案
当社株券等の大量買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の更新の件

　本議案は、当社定款第15条第３項に基づき新株予
約権の無償割当てに関する事項の決定を取締役会に
委任すること、及び当社定款第15条の２第１項に基

づき本対応方針を更新することにつき、株主の皆様
にご承認をお願いするものであります。

　当社は、平成22年６月29日開催の第50回定時株
主総会において株主の皆様のご承認を得て「当社が
発行する株券等の大量買付行為に関する具体的な対
応策」（以下「本対応方針」といいます。）を更新し
運用してまいりました。本対応方針は本総会終結の
時をもって有効期間が満了することから、法令等の
改正及び買収防衛策の動向を踏まえ、当社における
買収防衛策のあり方につき検討を進めた結果、平成
25年５月10日開催の取締役会において、本総会に
おける株主の皆様の議決権の過半数によるご承認が
得られることを条件として、本対応方針を更新する
ことを決議いたしました。
　本対応方針の更新にあたり、「株式等の取引に係る
決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法
律の一部を改正する法律」の施行による上場会社の
株券の電子化その他関係法令の整備等を踏まえて一
部の改正を行っておりますが、基本的内容について
の実質的な変更はございません。
　

1. 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の
在り方に関する基本方針
　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支
配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当
社の企業価値又は株主共同の利益を継続的に確
保・向上していくことを可能とする者であること
が必要であると考えております。上場会社である
当社の株券等については、株主、投資家の皆様に
よる自由な取引が認められており、当社取締役会
としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支
配する者の在り方は、最終的には株主全体の意思
により決定されるべきであり、当社の株券等に対
する大量買付提案又はこれに類似する行為があっ
た場合、当社株券等を売却するかどうかは株主の
皆様の判断に委ねられるべきものであると考えて
おります。
　なお、当社は、当社株券等について大量買付が
なされる場合、これが当社の企業価値又は株主共
同の利益に資するものであれば、これを否定する
ものではありません。
　しかしながら、近年わが国の資本市場において
は、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一
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方的に大量買付提案又はこれに類似する行為を強
行する動きが顕在化しております。そして、かか
る株券等の大量買付の中には、その目的等から見
て企業価値又は株主共同の利益に対する明白な侵
害をもたらすもの、株主に株券等の売却を事実上
強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会
や株主が株券等の大量買付の内容等について検討
しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案す
るための十分な時間や情報を提供しないもの、対
象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件
をもたらすために買付者との協議・交渉を必要と
するもの等、対象会社の企業価値又は株主共同の
利益を毀損すると思われるものも少なくありませ
ん。
　当社の経営にあたっては、当社の企業理念、企
業価値のさまざまな源泉、並びに顧客、取引先及
び従業員等のステークホルダーとの間に築かれた
関係等への十分な理解が不可欠であり、これらに
対する十分な理解がなければ、当社の企業価値又
は株主共同の利益を確保・向上させることはでき
ません。当社の企業価値の源泉は、①独創的な技
術開発力、②先進的な製造技術と一貫した品質保
証体制、③「プロ集団」たる従業員の存在、④顧
客・取引先との切磋琢磨する関係にあるため、当
社の企業価値又は株主共同の利益を確保・向上さ
せるには、特にかかる当社の企業価値の源泉に対

する理解が必要不可欠であります。当社株券等の
大量買付を行う者が、かかる当社の企業価値の源
泉を理解し、中長期的に確保し、向上させられる
のでなければ、当社の企業価値又は株主共同の利
益は毀損されることになります。
　当社としては、このような当社の企業価値又は
株主共同の利益を毀損する大量買付を行う者は、
当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者と
して不適切であり、このような者による大量買付
行為に対しては必要かつ相当な対抗手段を講じる
ことにより、当社の企業価値又は株主共同の利益
を確保する必要があると考えます。

2. 基本方針の実現に資する取組み
1）当社の企業価値又は株主共同の利益の確保・
向上に向けた取組みについて
（1）当社の企業理念について
　当社は、技術開発型の企業としてグローバルに
発展することにより、顧客・株主及び従業員の満
足を得ることに努め、地域の発展と繁栄に寄与
し、地球環境をまもり、未来に向けて社会と共に
前進します。
（2）当社の企業価値の源泉について
　当社は昭和27年の設立以来、技術開発型の企
業としてグローバルに発展することにより、顧
客・株主及び従業員の満足を得ることを基本理念
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として、かかる方針の下、研究開発及び技術の革
新を推進し、企業価値を向上させてまいりまし
た。
　かかる当社の企業価値の源泉は、①市場の急速
な変化を先取りできる独創的な技術開発力、②多
様な顧客に満足いただける製品を生み出す先進的
な製造技術と高度で一貫した品質保証体制、③高
品位な製品を適時に創り上げるための高い技術力
を有する「プロ集団」たる従業員の存在、④常に
最高の製品、商品及びサービスをともに創り上げ
ていく顧客・取引先との切磋琢磨する関係にあり
ます。
　具体的には、第一に、当社の内外にわたる顧客
それぞれにとって最高の製品、商品及びサービス
を適時に提供するためには、時代の急速な変化を
予測し、顧客のニーズを先取りする先見性が必要
となります。当社は創業以来、常に顧客との対話
を重視し、顧客に満足いただける製品を生み出す
ための研究開発を推進してまいりました。この独
創的な技術開発力こそが顧客に満足いただける製
品、サービスの提供を可能にする原点であり、当
社の企業価値を向上させております。
　第二に、独創的な技術開発力により開発された
製品を高い品質で安定的に供給できることは、顧
客の信頼の獲得と取引の継続にとってきわめて重
要です。このために当社では、ISO 9001:2008

を取得し、独自に構築した先進的な製造技術と、
高度で一貫した品質保証体制を確立しておりま
す。開発のみならず、製品の高品質・安定製造を
も重視することにより、当社の企業価値を向上さ
せております。
　第三に、当社には、従業員が部署や職位に関わ
りなく自由に意見を述べ合うことでその技能等を
伝承する企業風土が創業時から連綿と形成されて
おり、従業員の技能向上の基礎となっておりま
す。研究開発、製造、営業等それぞれの職掌にお
いて顧客に満足いただける製品、サービスを適時
に提供するためには、かかる従業員と企業風土を
将来にわたり確保・維持することが不可欠です。
当社は、時代の最先端をいく独創的かつ高度な技
術を開発・維持するためには、このような高い技
術力を有する従業員の存在が不可欠であるとの認
識から、従業員一人ひとりが継続して成長し、独
創的かつ高度な技能を身につけることができる体
制づくりを構築しております。
　第四に、時代の最先端をいく独創的かつ高度な
技術を開発・維持するためには、従業員及び企業
風土のみならず、優れた製品の提供を求める顧客
及び協力関係にある取引先の存在が不可欠です。
顧客から時には不可能と思われる高度な要請を受
け、又は将来の市場動向を予測することにより、
顧客のニーズにいち早く応えることができる当社
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の独創的な技術開発力が継続的に磨かれてまいり
ました。このような顧客・取引先との切磋琢磨す
る関係は、当社が世界に通ずる技術開発型の企業
として、その時代に成し得る最高の専門技術と、
最高の製品・商品並びにサービスを内外の顧客に
提供するための大きな原動力となっております。
この意味で、当社の既存の顧客・取引先との切磋
琢磨する関係を将来にわたり確保することは、当
社が企業価値を向上させていく上で極めて重要で
す。
（3）当社の今後の企業価値又は株主共同の利益

の確保、向上に向けた取組みについて
①中長期的な経営戦略について
　当社グループの主な事業は、ポリエステル
フィルムを中心とする各種フィルムの表面に
特殊加工を施すことにより、多様な機能を付
加した各種工業材料を製造販売することで
す。
　当社グループの製品は、主として電子・工
業材料業界に継続的に供給されており、当該
業界は今後も市場拡大が期待されておりま
す。
　当社グループでは、この成長市場において
より収益性の高いビジネスを創出するととも
に、環境、エネルギー、デジタル画像などの
新しい市場、業界に向けた新事業、新製品の

開発にグループを挙げて取り組み、企業価値
の向上を目指します。また、経営戦略に連動
する技術ロードマップを確実に実現すること
で、継続的に技術基盤の拡充を図ります。
　上記のビジョンを実現することが企業価値
の持続的向上と株主共同の利益確保に資する
ものであると考えます。
　当社の発展による企業価値の向上は「プロ
集団」である従業員の意欲・能力・知識なく
してはありえない、との認識に基づき、従業
員の人的資質のさらなる向上を積極的に行う
ことにより、中期経営計画の完遂と、企業価
値の増大に努めてまいります。
　当社グループの製品は、主として電子・工
業材料分野に継続的に供給されており、引き
続き東アジアを中心に市場拡大が期待される
ことから、当社グループでは新たに加えたソ
ウル及び深圳の営業拠点を軸に、積極的な販
売活動を展開します。さらに、この成長市場
においてより収益性の高いビジネスを創出す
るとともに、環境、エネルギー、空間情報な
どの新しい市場に向け新事業、新製品の開発
にも注力し、一層の企業価値向上を目指しま
す。それらを基に国内外の著しい経営環境の
変化を見据え、平成27年３月期を初年度と
する第四次中期経営計画の策定を進めます。
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②CSR活動について
　当社は、企業としての社会的責任を全う
し、広く社会からの信頼を築き上げていくこ
とが、企業価値の持続的向上のために必要不
可欠と考え、コーポレートガバナンスの充
実、企業倫理の向上、リスク管理の強化及び
社会との関わりの深化を重要課題と位置付け
ております。
　上記課題の実現のために、コンプライアン
スの強化、経営の監督・監視機能の強化、経
営責任の明確化、意思決定及び業務遂行の実
効性・迅速性の確保、情報開示の強化を進め
るとともに、株主の皆様、顧客、取引先、従
業員、地域社会等のステークホルダーからの
信頼を一層高めるため、環境・安全・品質の
確保と地域との対話等に取り組んでまいりま
す。

2) コーポレートガバナンスの整備
　当社は、取締役会、監査役会を基本に継続的な
コーポレートガバナンスの充実が経営の最優先課
題であると考え、諸制度の整備と透明性の高い情
報開示の実施を適時行うとともに、高い自律性、
効率性並びに競争力のある経営体制の確立を目指
しております。
　当社においては、株主の皆様に対する経営陣の
責任を明確化するため、取締役の任期を１年とし

ております。また、当社は経営会議、常務会等を
設置せず、重要な業務執行及び法定事項の決定並
びに業務執行の監督は、すべて取締役会で行って
おります。常勤監査役及び社外監査役は、定例及
び臨時に開催される取締役会に出席し必要な意見
を述べるとともに、取締役の業務執行状況の監査
を実施しております。また、監査役のサポート体
制の充実を図るため、平成19年７月より監査役
スタッフ１名を選定いたしました。
　当社は、以上のようなコーポレートガバナンス
に関する基本的な考え方に基づく諸施策を実行
し、当社の企業価値又は株主共同の利益の確保・
向上を目指してまいります。

3. 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財
務及び事業の方針の決定が支配されることを防止
するための取組み
1）本対応方針導入の目的
　当社取締役会は、上場会社として当社株券等の
自由な売買を認める以上、当社取締役会の賛同を
得ずに行われる、いわゆる「敵対的買収」であっ
ても、企業価値又は株主共同の利益に資するもの
であれば、これを一概に否定するものではありま
せん。また、株式会社の支配権の移転を伴う買付
提案に応じるかどうかの判断は、最終的には株主
の皆様のご意思に基づいて行われるべきものと考
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えております。
　しかしながら、株券等の大量買付行為の中に
は、その目的等から見て企業価値又は株主共同の
利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に
株券等の売却を事実上強要するおそれがあるも
の、対象会社の取締役会や株主が株券等の大量買
付行為の内容等について検討し、あるいは対象会
社の取締役会が代替案を提案するための十分な時
間や情報を提供しないもの、大量買付者の提示し
た条件が対象会社の適正な本源的価値を十分に反
映しないもの等、対象会社の企業価値又は株主共
同の利益を毀損するものも少なくありません。
　そもそも、当社が構築してきた企業価値又は株
主共同の利益を確保・向上させるためには、当社
の企業価値の源泉である、①市場の急速な変化を
先取りできる独創的な技術開発力、②多様な顧客
に満足いただける製品を生み出す先進的な製造技
術と高度な品質保証体制、③高品位な製品を適時
に創り上げるための高い技術力を有する「プロ集
団」たる従業員の存在、④常に最高の製品、商品
及びサービスをともに創り上げていく顧客・取引
先との切磋琢磨する関係が必要不可欠です。当社
株券等の大量買付行為を行う者により、これら当
社の企業価値の源泉が中長期的に確保され、向上
させられなければ、当社の企業価値又は株主共同
の利益が毀損されることになります。

　また、外部者である買付者からの大量買付の提
案を受けた際に、当社株主の皆様が上記の諸点の
ほか、当社の有形無形の経営資源、将来を見据え
た施策の潜在的効果その他の当社の企業価値を構
成する要素等を適切に把握した上で、当該大量買
付が当社の企業価値又は株主共同の利益に及ぼす
影響を短時間のうちに判断する必要があります。
　かかる認識に基づき、当社取締役会は、前記の
基本方針に照らして不適切な者によって当社の財
務及び事業の方針の決定が支配されることを防止
するための取組みとして、当社株券等に対する大
量買付行為が行われた際に、当社株主の皆様の意
思を適正に反映させるためには、当社株主の皆様
が適切に判断できる状況を確保する必要があると
考えております。そのためには、当社取締役会が
必要かつ相当な検討期間内に当該買付行為につい
て誠実かつ慎重な調査を行った上で、当社株主の
皆様に対して必要かつ十分な判断材料を提供する
こと、また当社株主の皆様がかかる大量買付行為
に応じるべきか否かを判断するために必要な時間
を確保すること等を可能とする、当社の企業価値
又は株主共同の利益に反する大量買付行為を抑止
するための枠組みを構築することが必要不可欠で
あると判断いたしました。
　これらを踏まえ、当社取締役会は、当社の企業
価値又は株主共同の利益の確保・向上を目的に、
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本定時株主総会において、本対応方針に関する議
案が承認可決されることを条件として、本対応方
針を更新することを決定いたしました。
2）本対応方針の内容
　本対応方針の内容は以下のとおりですが、本対
応方針に関する手続の流れにつきましては、別紙
２にその概要をフローチャートの形でまとめてい
ますので、併せてご参照ください。
（1）本対応方針の概要

①本対応方針に係る手続
　本対応方針は、当社の株券等の大量買付行
為（下記(2)において定義されます。）を行お
うとする者（以下「大量買付者」といいま
す。）が現れた場合に、当該大量買付者に対
し、事前に当該大量買付行為に関する情報の
提供を求め、当社が、当該大量買付行為につ
いての情報収集・検討等を行う時間を確保し
た上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代
替案等を提示したり、大量買付者との交渉等
を行うための手続を定めるものです（下記
(2)「本対応方針に係る手続」をご参照くださ
い。）。
　なお、大量買付者は、本対応方針に係る手
続の開始後、(a)独立委員会検討期間終了時
点、又は(b)独立委員会の勧告又は取締役会
の判断に基づき株主意思確認総会（下記(2)

④(c)(ⅲ)において定義されます。）が招集さ
れた場合の当該株主意思確認総会の決議時点
のいずれか遅いときまでの間、大量買付行為
を実行してはならないものとしております。
②新株予約権の無償割当ての実施
　(a)大量買付者が本対応方針において定め
られた手続に従うことなく大量買付行為を行
う場合、又は(b)大量買付者による大量買付
行為が当社の企業価値又は株主の皆様の共同
の利益を著しく損なうおそれがある場合等
（別紙３をご参照ください。）には、当社は、
原則として、非適格者（別紙４に定義されま
す。）による権利行使は認められないとの行
使条件及び非適格者以外の者から当社株式と
引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項
が付された新株予約権（その主な内容は別紙
４「本新株予約権の概要」にて詳述するもの
とし、以下「本新株予約権」といいます。）
を、その時点の当社を除くすべての株主に対
して新株予約権無償割当ての方法（会社法第
277条以下に規定されます。）により割り当
てます。ただし、会社法その他の法令及び当
社の定款上認められるその他の対抗措置を発
動することが適切と判断された場合には、当
該その他の対抗措置が用いられることがあり
ます。
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③取締役の恣意的判断を排するための独立委
員会、株主総会の利用
　本対応方針の運用ないし対抗措置の発動等
に関する当社取締役会の恣意的判断を排除
し、その判断の合理性及び公正性を担保する
ため、以下の諸手当てを施しております。
　まず、独立委員会規程（その概要について
は別紙５をご参照ください。）に従い、(a)当
社社外取締役、(b)当社社外監査役、又は(c)
社外の有識者（実績ある会社経営者、官庁出
身者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、
公認会計士及び学識経験者等）で、当社経営
陣から独立した者のみから構成される独立委
員会（以下「独立委員会」といいます。）の
客観的な判断を経ることとしています。な
お、本対応方針の現在の独立委員会は、独立
性の高い社外監査役及び社外の有識者により
構成されております。また、本定時株主総会
において本対応方針が更新された場合の独立
委員会の委員の氏名及び略歴は別紙６のとお
りです（独立委員会の委員の選任基準、決議
要件及び決議事項については別紙５をご参照
ください。）。
　また、一定の場合には、株主意思確認総会
を招集の上、同株主意思確認総会に対抗措置
の発動に関する議案を付議することにより株

主の皆様の意思を確認することとしています
（下記(2)⑥「株主意思確認総会による本新株
予約権の無償割当て実施・不実施に関する決
議」をご参照ください。）。
　さらに、こうした手続の過程について、株
主の皆様に適切かつ適時に開示することによ
り、その透明性を確保することとしていま
す。
④本新株予約権の行使及び当社による本新株
予約権の取得
　本新株予約権の行使又は当社による取得と
引換えに、非適格者以外の株主の皆様に対し
て当社株式が交付された場合には、非適格者
の有する当社株式の議決権割合は、最大約
33.3％まで希釈化される可能性があります。

（2）本対応方針に係る手続
①対象となる大量買付行為
　次の(a)若しくは(b)に該当する行為、これ
らに類似する行為又はこれらの提案1（ただ
し、当社取締役会が予め承認したものを除き
ます。以下「大量買付行為」といいます。）
がなされ、又はなされようとする場合には、
本対応方針に基づく対抗措置が発動されるこ
とがあります。
（a）当社が発行者である株券等2について、

保有者3の株券等保有割合4の合計が20％
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以上となる買付け
（b）当社が発行者である株券等5について、

公開買付け6に係る株券等の株券等所有
割合7及びその特別関係者8の株券等所有
割合の合計が20％以上となる公開買付
け

②大量買付意向表明書の事前提出
　大量買付者には、大量買付行為に先立ち、
当社取締役会に対して、本対応方針に定めら
れた手続（以下「大量買付ルール」といいま
す。）に従う旨の誓約等を日本語で記載した
書面（以下「大量買付意向表明書」といいま
す。）を、当社の定める書式で提出していた
だきます。
　大量買付意向表明書には、以下の事項を記
載していただきます。なお、大量買付意向表
明書の提出にあたっては、商業登記簿謄本、
定款の写しその他の大量買付者の存在を証明
する書類を添付していただきます。
（a）大量買付者の概要
（ⅰ）氏名又は名称及び住所又は所在地
（ⅱ）代表者の氏名
（ⅲ）会社等の目的及び事業の内容
（ⅳ）大株主又は大口出資者概要（所有株

式数又は出資割合上位10名）
（ⅴ）国内連絡先

（ⅵ）設立準拠法
（b）大量買付者が現に保有する当社の株券

等の数、及び、大量買付意向表明書提出
日前60日間における大量買付者の当社
の株券等の取引状況

（c）大量買付者が提案する大量買付行為の概
要（大量買付者が大量買付行為により取
得を予定する当社の株券等の種類及び
数、並びに大量買付行為の目的の概要
（支配権取得若しくは経営参加、純投資
若しくは政策投資、大量買付行為後の当
社の株券等の第三者への譲渡等、又は重
要提案行為等9を行うことその他の目的
がある場合には、その旨及び概要。な
お、目的が複数ある場合にはそのすべて
を記載していただきます。）を含みま
す。）

（d）大量買付ルールに従う旨の誓約
③大量買付情報の提供
　当社取締役会は、大量買付者に対して、大
量買付意向表明書を提出していただいた日か
ら10営業日10（初日不算入）以内に、当初提
出していただくべき情報を記載したリスト
（以下「大量買付情報リスト」といいます。）
を大量買付意向表明書に記載の国内連絡先あ
てに発送いたします。大量買付者には、当社
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取締役会に対して、かかる大量買付情報リス
トに従って、大量買付行為に対する株主の皆
様のご判断、当社取締役会又は独立委員会の
評価・検討等のために必要かつ十分な日本語
で記載された情報（以下「大量買付情報」と
いいます。）を提供していただきます。また、
大量買付意向表明書において開示していただ
いた事項と重複するものは、より具体的な内
容を意味します。
　なお、大量買付行為の内容及び態様等にか
かわらず、以下の各項目に関する情報は、原
則として大量買付情報リストに含まれるもの
とします。
（a）大量買付者及びそのグループ（共同保有

者11、特別関係者及び（ファンドの場合
は）各組合員その他の構成員、並びに大
量買付者の財務及び事業の方針を支配す
る者を含みますが、これに限られませ
ん。以下同じ。）の詳細（その名称、事
業内容、沿革、資本金の額又は出資金の
額、発行済株式の総数、代表者、役員及
び社員その他構成員の氏名、職歴及び所
有株式の数その他の会社等の状況、直近
２事業年度の財政状態及び経営成績（法
令遵守に関する監督官庁から指導等を受
けたことがある場合はその具体的内容等

を含む。）その他の経理の状況、並びに、
大量買付者のグループ相互の関係（資本
関係、取引関係、役職員の兼任その他の
人的関係、契約関係、及びこれらの関係
の沿革を含みますが、これらに限られま
せん。）の概略を含みます。）

（b）当社と同種事業を目的とする会社その
他の法人（日本以外の国におけるものも
含みます。）に対する過去の投資・経
営・業務関与経験の有無及びその内容・
実績等

（c）大量買付行為の目的、方法、時期、関連
する取引の仕組み、（買付け等の実現可
能性に関する情報等を含みます。）及び
内容（大量買付行為の適法性に関する専
門家意見を含みます。）

（d）買付対価の種類及び金額（有価証券等
を対価とする場合には、当該有価証券等
の種類及び交換比率、有価証券等及び金
銭を対価とする場合には、当該有価証券
等の種類、交換比率及び金銭の額を記載
していただきます。）、並びに当該金額の
算定の基礎及び経緯（算定の基礎につい
ては、算定根拠を具体的に記載し、当該
金額が時価と異なる場合や大量買付者が
最近行った取引の価格と異なる場合には、

事業報告書 2013年05月24日 14時43分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.40 20120314_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

19

その差額の内容も記載していただきま
す。また、株券等の種類に応じた買付価
格の価額の差について、換算の考え方等
の内容も具体的に記載していただきま
す。算定の経緯については、算定の際に
第三者の意見を聴取した場合に、当該第
三者の名称、意見の概要及び当該意見を
踏まえて金額を決定するに至った経緯を
具体的に記載していただきます。）

（e）大量買付行為に要する資金の調達状況、
及び当該資金の調達先の概要（預金の場
合は、預金の種類別の残高、借入金の場
合は、借入金の額、借入先の業種等、借
入契約の内容、その他の資金調達方法に
よる場合は、その内容、調達金額、調達
先の業種等を含みます。）

（f）大量買付者グループによる当社の株券等
の過去のすべての取得時期及び当該時期
毎の取得数・取得価額、並びに、当社の
株券等の過去のすべての売却時期及び当
該時期毎の売却数・売却価額

（g）大量買付者が既に保有する当社の株券等
に関する貸借契約、担保契約、売戻し契
約、売買の予約その他の重要な契約又は
取決め（以下「担保契約等」といいます。）
がある場合には、その契約の種類、契約

の相手方、契約の対象となっている株券
等の数量等の当該担保契約等の具体的内
容

（h）大量買付者が大量買付行為において取
得を予定する当社の株券等に関する担保
契約等の締結その他の第三者との間の合
意の予定がある場合には、予定している
担保契約等その他の第三者との間の合意
の種類、契約の相手方、契約の対象とな
っている株券等の数量等の当該担保契約
等その他の第三者との間の合意の具体的
内容

（i）支配権取得又は経営参加を大量買付行為
の目的とする場合には、大量買付行為の
完了後に企図する当社及び当社グループ
の支配権取得又は経営参加の方法、並び
に支配権取得後の経営方針又は経営参加
後の計画及び議決権の行使方針。組織再
編、企業集団の再編、解散、重要な財産
の処分若しくは譲受け、多額の借財、代
表取締役等の選定若しくは解職、役員の
構成の変更、配当・資本政策に関する重
要な変更、その他当社及び当社グループ
の経営方針に対して重大な変更を加え、
又は重大な影響を及ぼす行為を予定して
いる場合には、その内容及び必要性

事業報告書 2013年05月24日 14時43分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.40 20120314_01）



20

（j）純投資又は政策投資を大量買付行為の目
的とする場合には、大量買付行為の後の
株券等の保有方針、売買方針及び議決権
の行使方針、並びにそれらの理由。長期
的な資本提携を目的とする政策投資とし
て大量買付行為を行う場合には、その必
要性

（k）重要提案行為等を行うことを大量買付行
為の目的とする場合、又は大量買付行為
の後に重要提案行為等を行う可能性があ
る場合には、当該重要提案行為等の目
的、内容、必要性及び時期、並びにいか
なる場合において当該重要提案行為等を
行うかに関する情報

（l）大量買付行為の後、当社の株券等をさら
に取得する予定がある場合には、その
理由及びその内容

（m）大量買付行為の後、当社の株券等が上
場廃止となる見込みがある場合には、
その旨及び理由

（n）大量買付行為に際しての第三者との間
における意思連絡が存在する場合には、
その目的及び内容並びに当該第三者の
概要

（o）当社の従業員、取引先、顧客、地域社
会その他の当社の利害関係者との関係
を大量買付行為の完了後に変更する予
定がある場合には、その具体的内容

1 「提案」とは、第三者に対する勧誘行為を含みます。
2 金融商品取引法第27条の23第1項に規定する株券等を意味し
ます。以下別段の定めがない限り同じです。なお、本対応方
針において引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令
等を継承する新法令等の制定を含みます。）があった場合に
は、本対応方針において引用される法令等の各条項及び用語
は、当社取締役会が別途定める場合を除き、当該改正後にお
いてこれらの法令等の各条項及び用語を実質的に継承する法
令等の各条項及び用語に読み替えられるものとします。

3 金融商品取引法第27条の23第１項に規定する保有者を意味
し、同条第３項の規定に基づき保有者に含まれる者を含みま
す。

4 金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割
合を意味します。

5 金融商品取引法第27条の２第１項に規定する株券等を意味し
ます。以下②において同じです。

6 金融商品取引法第27条の２第６項に規定する公開買付けを意

味します。
7 金融商品取引法第27条の２第８項に規定する株券等所有割
合を意味します。

8 金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係者を
意味します。ただし、同項第１号に掲げる者については、発
行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣
府令第３条第２項で定める者を除きます。

9 金融商品取引法第27条の26第１項、金融商品取引法施行令
第14条の８の２第１項、及び株券等の大量保有の状況の開
示に関する内閣府令第16条に規定する重要提案行為等を意
味します。

10なお、営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１
項各号に掲げる日以外の日をいいます。

11金融商品取引法第27条の23第５項に規定される共同保有者
をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含
みます（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含み
ます。）。本書において同じとします。
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　当社取締役会は、大量買付情報を受領した
場合、速やかにこれを独立委員会に提供する
ものとします。
　なお、独立委員会は、当該大量買付情報
が、当該大量買付行為の内容及び態様等に照
らして、株主の皆様のご判断、当社取締役会
又は独立委員会の評価・検討等のために不十
分であると判断した場合には、大量買付者に
対し、適宜回答期限を定めた上、自ら又は当
社取締役会等を通じて、大量買付情報を追加
的に提出するよう求めることがあります。こ
の場合、大量買付者には、当該期限までに、
当社取締役会に対して、大量買付情報を追加
提供していただきます。
④独立委員会の当社取締役会に対する情報・
資料等の提供要求、検討等及び大量買付者
との交渉・協議

（a）当社取締役会に対する情報提供の要求
　独立委員会は、当社取締役会に対し
て、独立委員会が定める合理的な期間
（原則として60日間を上限とします。）
内に、大量買付行為の内容に対する意見
（留保する旨の意見を含むものとします。
以下同じとします。）、その根拠資料、及
び代替案（もしあれば）その他独立委員
会が適宜必要と認める情報・資料等を、

速やかに提供するよう要求することがあ
ります。

（b）独立委員会による検討等
　独立委員会は、大量買付者及び当社取
締役会から情報・資料等の提供が十分に
なされたと認めた場合、原則として、十
分な情報・資料等の提供を受けた日から
最長60日間の検討期間（ただし、下記
④(c)(ⅳ)に記載するところに従い、独立
委員会はその決議により当該期間を延
長・再延長することができるものとしま
す。以下「独立委員会検討期間」といい
ます。）を設定します。
　独立委員会は、独立委員会検討期間に
おいて、当社の企業価値又は株主の皆様
の共同の利益の確保・向上の観点から、
(ⅰ)大量買付者の大量買付行為の内容の
検討、(ⅱ)当社取締役会が提案する代替
案の検討、(ⅲ)大量買付者と当社取締役
会の事業計画等に関する情報収集・比較
検討、及び(ⅳ)当該大量買付行為の内容
を改善させるために、自ら又は当社取締
役会等を通じて当該大量買付者と協議・
交渉を行うことがあります。
　大量買付者は、独立委員会が、独立委
員会検討期間において、資料・情報等の
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提供、又は協議・交渉等を求めた場合に
は、速やかにこれに応じなければならな
いものとします。
　なお、独立委員会は、当社の費用で、
独立した第三者（ファイナンシャル・ア
ドバイザー、公認会計士、弁護士、コン
サルタントその他の専門家を含みます。）
の助言を得ることができるものとしま
す。

（c）独立委員会の勧告等
　独立委員会は、以下のとおり当社取締
役会に対する勧告又は決議を行うものと
します。独立委員会が下記(ⅰ)ないし
(ⅳ)に定める勧告をした場合には、独立
委員会検討期間は終了します。

（ⅰ) 独立委員会が本新株予約権の無償割
当ての実施を勧告する場合
　独立委員会は、大量買付行為が大
量買付ルールに違反する場合、又は
当該大量買付行為が別紙３に掲げる
いずれかの類型に該当すると判断さ
れる場合には、当社取締役会に対し
て、本新株予約権の無償割当ての実
施を勧告します。
　ただし、独立委員会は、本新株予約
権の無償割当ての実施の勧告後、以下

のいずれかの事由に該当すると判断
した場合には、無償割当ての中止
（本新株予約権の無償割当てに係る権
利落ち日の前々営業日までの間）又
は本新株予約権の無償取得（本新株
予約権の効力発生日後行使期間の初
日の前日までの間）を勧告すること
ができるものとします。
（ア）当該勧告後大量買付者が大量

買付行為を撤回した場合その
他大量買付行為が存しなくな
った場合

（イ）当該勧告の判断の前提となっ
た事実関係等に変動が生じ、
大量買付者による大量買付行
為が別紙３に掲げる類型のい
ずれにも該当しないこととな
った場合

（ⅱ）独立委員会が本新株予約権の無償割
当ての不実施を勧告する場合
　独立委員会は、大量買付者の大量
買付行為の内容の検討、大量買付者
との協議・交渉の結果、大量買付行
為が別紙3に掲げる類型のいずれに
も該当しないと判断した場合、又は
当社取締役会が独立委員会の要求に
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かかわらず上記④(a)に規定する意見
若しくは独立委員会が要求する情
報・資料等を所定期間内に提供しな
かった場合には、独立委員会検討期
間の終了の有無を問わず、当社取締
役会に対して、本新株予約権の無償
割当ての不実施を勧告します。
　ただし、独立委員会は、本新株予
約権の無償割当ての不実施の勧告後、
当該勧告の判断の前提となった事実
関係等に変動が生じ、大量買付者に
よる大量買付行為が別紙3に掲げる
類型のいずれかに該当すると判断す
るに至った場合には、本新株予約権
の無償割当ての実施を勧告すること
ができるものとします。

（ⅲ）独立委員会が株主意思確認総会の招
集を勧告する場合
　独立委員会は、上記の各勧告を行
うには至らないものの、大量買付行
為が当社の企業価値又は株主の皆様
の共同の利益の維持・向上に資する
ものではないと疑われることその他
合理的な理由により相当であると判
断した場合には、新株予約権の無償
割当てに関する株主総会（以下「株

主意思確認総会」といいます。）の招
集及び必要な議案の付議を、当社取
締役会に対して、勧告することがで
きるものとします。

（ⅳ) 独立委員会が独立委員会検討期間の
延長を行う場合
　独立委員会が、当初の独立委員会
検討期間終了時までに、上記の各勧
告を行うに至らない場合には、独立
委員会は、その決議により、大量買
付行為及び当社取締役会の代替案の
内容の検討、当該大量買付者との協
議・交渉等に必要とされる合理的な
範囲内（最長60日）で、独立委員会
検討期間を延長することができるも
のとします（なお、当該期間延長後、
さらなる期間の延長を行う場合にお
いても同様の手続によるものとしま
す。）。
　上記延長の決議により独立委員会
検討期間が延長された場合、独立委
員会は、速やかに延長理由とその期
間を開示した上で、引き続き、情報
収集、検討等を行うものとし、延長
期間内に上記の各勧告を行うよう最
大限努めるものとします。
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（d）取締役会による株主意思確認総会の招集
　当社取締役会は、大量買付行為が当社
の企業価値又は株主の皆様の共同の利益
の維持・向上に資するものではないと疑
われることその他合理的な理由により相
当であると判断した場合には、独立委員
会による上記④(a)ないし(c)の手続と並
行して、独立委員会の勧告を経ることな
く株主意思確認総会を招集し、本新株予
約権の無償割当ての実施に必要な議案を
付議することができるものとします。

⑤取締役会による本新株予約権の無償割当て
実施・不実施に関する決議
　当社取締役会は、独立委員会から上記④
(c)に基づき本新株予約権の無償割当ての
実施若しくは不実施（本新株予約権の無償
割当ての中止を含みます。）に関する勧告
を受けた場合には、これを最大限尊重し
て、本新株予約権の無償割当ての実施若し
くは不実施に関する会社法上の機関として
の決議を速やかに行うものとします。
⑥株主意思確認総会による本新株予約権の無
償割当て実施・不実施に関する決議
　当社取締役会は、(a)独立委員会から上
記④(c)(ⅲ)に基づき株主意思確認総会の招
集に関する勧告を受けた場合、又は(b)上

記④(d)に基づき自ら株主意思確認総会の
招集を決定した場合には、株主意思確認総
会を招集し、本新株予約権の無償割当ての
実施に必要な議案を付議するものとしま
す。株主意思確認総会が開催された場合、
当該株主意思確認総会が、本新株予約権の
無償割当ての実施又は不実施に関する決議
を行うものとします。当該決議は、出席し
た議決権を行使することができる株主様の
議決権の過半数によるものとします。当社
取締役会は、株主意思確認総会の決議内容
に従い、本新株予約権の無償割当てに必要
な手続を遂行します。
⑦情報開示
　当社は、以下の場合、その旨その他適切
な事項につき、適切かつ適時に開示いたし
ます。

（a）大量買付者から大量買付意向表明書が提
出された場合

（b）大量買付者から大量買付情報が提出さ
れた場合

（c）独立委員会検討期間が設定・延長された
場合

（d）独立委員会が、当社取締役会に対して
上記④(c)に定める勧告又は決議をした
場合
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（e）当社取締役会が、上記⑤又は⑥に定め
る決議を行った場合

（f）株主意思確認総会が上記⑥に定める決議
を行った場合

（3）対抗措置の内容
　原則として、当社取締役会又は株主意思確
認総会の決議に基づき、大要別紙４に記載す
る本新株予約権の無償割当てを行います。
　ただし、会社法その他の法令及び当社の定
款上認められるその他の対抗措置を発動する
ことが適切と判断された場合には、当該その
他の対抗措置が用いられることがあります。

（4）本対応方針の合理性及び公正性を担保する
ための制度
①本対応方針の導入等に関する株主の皆様の
意思の確認
　現行の本対応方針は、平成20年６月27
日開催の当社第48回定時株主総会におけ
る定款変更議案及び本対応方針導入議案に
ついて株主の皆様のご承認をいただき導入
いたしました。本対応方針の更新につきま
しても、当社定款第15条の２第１項及び
第15条第３項の各規定に基づき、本定時
株主総会における決議により行い、本対応
方針の更新をご承認いただきました際に
は、本対応方針に定める条件に従い、本新

株予約権の無償割当てに関する事項を決定
する権限を当社取締役会に委任していただ
きます。
②本対応方針の有効期間、廃止及び変更
（a）有効期間等

　本対応方針の有効期間は、本定時株主
総会において関連議案のご承認をいただ
いた時点から平成28年６月に開催予定
の当社第56回定時株主総会の終結時ま
でといたします。
　なお、かかる有効期間の満了前であっ
ても、(ⅰ)当社株主総会において本対応
方針を廃止若しくは変更する旨の議案が
承認された場合、又は、(ⅱ)当社取締役
会において本対応方針を廃止若しくは変
更する旨の決議が行われた場合には、本
対応方針はその時点で廃止又は変更され
るものとします。

（b）情報開示
　当社は、本対応方針が廃止又は変更さ
れた場合には、当該廃止又は変更の事実
その他当社取締役会が適切と認める事項
について、適切かつ適時に開示いたしま
す。
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3）本対応方針の合理性及び公正性について
（1）株主意思を重視するものであること

　当社は、平成20年６月27日開催の当社第
48回定時株主総会における株主の皆様のご
承認に基づき現行の本対応方針を導入し、さ
らに平成22年６月29日開催の当社第50回定
時株主総会において、引き続き承認をいただ
き更新されましたが、上記2)(4)①に記載の
とおり、本対応方針の更新に関する株主の皆
様のご意思を確認するため、本対応方針は、
本定時株主総会において、本対応方針の更新
に関する議案が承認されることを条件として
効力が生ずるものとします。また、上記
2)(4)②に記載のとおり、以下の場合に本対
応方針はその時点で廃止又は変更されます。
①当社株主総会において本対応方針を廃止若
しくは変更する旨の議案が承認された場合
②当社株主総会において選任された取締役に
よって構成される当社取締役会において本
対応方針を廃止若しくは変更する旨の決議
が行われた場合
　なお、当社取締役会は、独立委員会による
勧告に基づき又は独自の判断で、当社定款第
15条第３項に基づき、本新株予約権の無償
割当てに関する議案を株主意思確認総会に付
議することがあり、かかる場合には株主の皆

様のご意思を直接確認することができること
としております。

（2）買収防衛策に関する指針の要件等を完全に
充足していること
　本対応方針は、経済産業省及び法務省が平
成17年５月27日に公表した「企業価値・株
主共同の利益の確保又は向上のための買収防
衛策に関する指針」の定める三原則（①企業
価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、
②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相
当性確保の原則）を完全に充足し、株式会社
東京証券取引所の有価証券上場規程第440条
に定める尊重義務に反しないものです。

（3）当社の企業価値又は株主の皆様の共同の利
益の確保・向上の目的をもって導入されてい
ること
　上記1)に記載のとおり、本対応方針は、当
社の企業価値又は株主の皆様の共同の利益を
確保・向上させることを目的として、大量買
付者に対して、当該大量買付者が実施しよう
とする大量買付行為に関する必要な情報の事
前の提供、及びその内容の評価・検討等に必
要な期間の確保を求めるために、導入される
ものです。

事業報告書 2013年05月24日 14時43分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.40 20120314_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

27

（4）合理的かつ客観的な対抗措置発動要件の設定
　上記2)(2)④(c)及び別紙３に記載のとお
り、本対応方針は、合理的かつ客観的な要件
が充足されない限りは、対抗措置が発動され
ないように設定されており、当社取締役会に
よる恣意的な発動を防止するための仕組みが
確保されています。

（5）独立委員会の設置、外部専門家の意見取得
　上記2)(1)③に記載のとおり、本対応方針
は、取締役会の判断の合理性及び公正性を確
保するために、当社取締役会から独立した組
織として、独立委員会を設置することとして
おります。
　かかる独立委員会の勧告を最大限尊重して
当社取締役会が判断を行うことにより、当社
取締役会による恣意的な本対応方針の運用な
いし対抗措置の発動を防止するための仕組み
が確保されています。
　なお、独立委員会は、当社の費用で、独立
した第三者（ファイナンシャル・アドバイザ
ー、公認会計士、弁護士、コンサルタントそ
の他の専門家を含みます。）の助言を得るこ
とができるため、独立委員会による判断の公
正性・客観性が強く担保される仕組みとなっ
ております。

（6）当社取締役の任期は１年であること
　当社取締役の任期は１年であり、毎年の取
締役の選任を通じて本対応方針につき株主の
皆様の意思を反映することが可能となります。

（7）デッドハンド型・スローハンド型の買収防
衛策ではないこと
　上記2)(4)②に記載のとおり、本対応方針
は、本対応方針の有効期間の満了前であって
も、当社株主総会で選任された取締役で構成
された取締役会により、いつでも廃止するこ
とができるものとされております。また、当
社は期差任期制を採用しておりません。した
がいまして、本対応方針は、デッドハンド型
買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交
代させても、なお発動を阻止できない買収防
衛策）又はスローハンド型買収防衛策（取締
役会の構成員を一度に交代させることができ
ないため、発動の阻止に一定の時間を要する
買収防衛策）ではありません。

4）株主・投資家の皆様に与える影響
（1）本対応方針の導入時

　本対応方針の導入時には、本新株予約権の
無償割当て自体は行われません。したがいま
して、本対応方針の導入時に、株主及び投資
家の皆様の有する当社の株券等に係る経済的
価値に対して、直接具体的な影響を与えるこ
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とはありません。
（2）本新株予約権の無償割当て時

　当社取締役会又は株主意思確認総会におい
て本新株予約権の無償割当ての実施に関する
決議がなされた場合、別途定められる効力発
生日において、別途定められる割当期日にお
ける最終の株主名簿に記録された株主の皆様
に対し、その保有する株式１株につき１個の
本新株予約権が無償で割り当てられます。
　かかる場合、株主及び投資家の皆様が保有
する当社の株式１株当たりの経済的価値は希
釈化しますが、株主及び投資家の皆様が保有
する当社の株式全体の経済的価値の希釈化は
生じず、また当社の株式1株当たりの議決権
の希釈化は生じません。
　したがいまして、本対応方針の発動時にお
いても、株主及び投資家の皆様の有する当社
の株式全体に係る経済的価値に対して、直接
具体的な影響を与えることは想定しておりま
せん。
　なお、当社取締役会又は株主意思確認総会
が、本新株予約権の無償割当ての決議をした
場合であっても、当社取締役会は、対抗措置
の中止（本新株予約権の無償割当てに係る権
利落ち日の前々営業日まで）又は本新株予約
権の無償かつ無対価での取得（本新株予約権

の無償割当ての効力発生日以降行使期間開始
日の前日まで）を決定することがあります。
　かかる場合、株主及び投資家の皆様が保有
する当社の株式１株当たりの経済的価値の希
釈化も生じないことになるため、当社の株式
１株当たりの経済的価値の希釈化が生じるこ
とを前提にして売買を行った株主及び投資家
の皆様は、株価の変動により損害を被る可能
性があります。

（3）本新株予約権の行使時又は取得時
　本新株予約権の行使又は取得には差別的条
件が付されることが予定されているため、当
該行使又は取得に際して、非適格者の有する
当社の株式に係る経済的価値に希釈化が生じ
ることが想定されます。
　他方で、非適格者以外の株主及び投資家の
皆様の有する当社の株式に係る経済的価値に
直接具体的な影響を与えることは想定してお
りません。
　もっとも、非適格者以外の株主の皆様に株
式が交付されるまでの間、本新株予約権の譲
渡は制限されています。したがいまして、新
株予約権の行使又は取得によって交付を受け
る当社株式の価値については、株式交付まで
の間、譲渡による投下資本の回収が制約を受
ける可能性がある点にご留意ください。
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5）本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆
様に必要となる手続
（1）割当期日までの手続（株主名簿への記録）

　当社取締役会又は株主意思確認総会が本新
株予約権の無償割当ての決議を行った場合に
は、当社は割当期日を定めたうえでこれを公
告します。割当期日における最終の株主名簿
に記録された株主の皆様に対し、その有する
株式の数に応じて本新株予約権が割り当てら
れます。
　したがいまして、割当期日までに株主名簿
へ記録される必要があります。

（2）効力発生時の手続
　割当期日における株主名簿に記録された株
主の皆様に対し、本新株予約権の無償割当て
の効力発生日において、当然に本新株予約権
が付与されます。したがいまして、効力発生
に際して申込み等の手続は不要です。

（3）本新株予約権の行使又は取得時の手続
　当社が取得条項に基づき本新株予約権を取
得する場合には、当社は、会社法に定められ
た手続（会社法第273条、第274条）に従
い、取得条項が複数ある場合には、それぞれ
取得条項毎に、取締役会又は株主総会の決議
を行い、公告したうえでこれを取得します。
したがいまして、当社による取得に際して申

込み等の手続は不要です。
　また、非適格者以外の株主の皆様に本新株
予約権の行使可能期間の到来を待って本新株
予約権を行使していただく場合には、当社
は、会社法に定められた手続（会社法第279
条第２項）に従い、当該行使可能期間の初日
の到来前に、新株予約権者の皆様に対して、
割当ての通知を行います。したがいまして、
株主の皆様におかれましては、行使可能期間
内に本新株予約権を行使してくださいますよ
うお願い申し上げます（その際には一定の金
銭の払込みを行っていただきます。）。
　なお、いずれの手続を行う場合であって
も、当社は、その手続の詳細に関して、適時
かつ適切に開示いたします。対抗措置が発動
される場合には、株主の皆様におかれまして
は、当社からなされる情報開示にご留意くだ
さい。

6）その他
　本対応方針は、平成25年５月10日開催の当社
取締役会において出席取締役全員の賛成により決
定されたものです。当該取締役会には、社外監査
役2名を含む当社監査役全員が出席し、いずれの
監査役も、本対応方針に賛成する旨の意見を述べ
ました。
　当社取締役会においては、今後の司法判断の動
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向及び金融商品取引所その他の公的機関の対応
等、並びに、会社法、金融商品取引法又は各金融
商品取引所の上場規則等の改正、その他の法令等
の制定改廃にも引き続き注視して、当社の企業価
値又は株主の皆様の共同の利益を確保・向上させ
るとの観点から、必要に応じて本対応方針の見直
し、又は本対応方針に代わる別途の防衛策の導入
を含め、適切な措置を適宜講じてまいる所存で
す。
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（別紙１）

当社の大株主の状況

　平成25年３月31日現在の当社の大株主の状況
は、以下のとおりです。

　
株主名 当社への出資の状況

所有株式数
［株］

発行済株式の総数に対する
所有株式の割合［％］

きもと共栄会 2,718,600 9.93

日本トラスティ・サービス信託銀行 株式会社
（信託口）

2,227,500 8.13

株式会社 精和 1,801,400 6.58

きもと従業員持株会 1,646,080 6.01

株式会社 きもと 1,311,006 4.79

木本和伸 1,191,720 4.35

東レ 株式会社 1,052,000 3.84

日本マスタートラスト信託銀行 株式会社
（信託口）

853,100 3.12

株式会社 三菱東京UFJ銀行 820,000 2.99

東京中小企業投資育成 株式会社 742,000 2.71

計 14,363,406 52.45
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大量買付者の出現

大量買付ルールの遵守を要請

対抗措置の不発動 対抗措置の発動

否決 可決

大量買付ルールを
遵守する場合

大量買付ルールを
遵守しない場合

独立委員会が
対抗措置の発動を
取締役会に勧告

大量買付者による
大量買付意向表明書の提出

取締役会による
大量買付情報リストの送付

大量買付者による
大量買付情報の提供

独立委員会による大量買付
行為の内容及び取締役会策定
の代替案等の比較検討/評価/

意見形成

②株主総会を開催するこ
とが合理的な理由により
実務上相当であると判断

した場合

①別紙３に掲げる(1)～(8)
の類型に該当すると判断

される場合

右記①ないし②に
該当しない場合

独立委員会の勧告
（対抗措置の発動の是非又は株主総会の招集について勧告）

取締役会による決議
（独立委員会の勧告を最大限尊重）

株主総会
（対抗措置の発動に関する決議）※

大
量
買
付
ル
ー
ル
を

遵
守
し
な
い
場
合

本対応方針の概要（大量買付行為が開始された場合のフローチャート）
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（別紙２）

※取締役会は、大量買付行為が当社の企業価値又は株主の皆様の共同の利益の
維持・向上に資するものではないと疑われることその他合理的な理由により
相当であると判断した場合には、独立委員会の勧告を経ることなく、株主総
会を招集し、本新株予約権の無償割当てに関する議案を付議することができ

　ます。
　本チャートは、あくまで本対応方針の内容に対する理解に資することのみを
目的に参考資料として作成されています。本対応方針の詳細については、本
文をご参照ください。
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（別紙３）

当社の企業価値又は株主の皆様の共同の利
益を著しく損なうと認められる類型

（1）大量買付者が真に会社経営に参加する意思が
ないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高
値で当社の株券等を当社又は当社関係者に引き
取らせる目的で当社の株券等の取得を行ってい
る又は行おうとしている者（いわゆるグリーン
メイラー）であると判断される場合

（2）当社の会社経営を一時的に支配して当社又は
当社グループ会社の事業経営上必要な知的財産
権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先又は
顧客等の当社又は当社グループ会社の資産を当
該大量買付者又はそのグループ会社等に移譲さ
せる目的で当社の株券等の取得を行っていると
判断される場合

（3）当社の会社経営を支配した後に、当社又は当
社グループ会社の資産を当該大量買付者又はそ
のグループ会社等の債務の担保や弁済原資とし
て流用する目的で、当社の株券等の取得を行っ
ていると判断される場合

（4）当社の会社経営を一時的に支配して、当社又
は当社グループ会社の事業に当面関係していな
い不動産、有価証券等の高額資産等を売却等に
より処分させ、その処分利益をもって一時的に
高配当をさせるかあるいはかかる一時的高配当
による株価の急上昇の機会を狙って当社の株券

　 等の高価売り抜けをする目的で当社の株券等の
取得を行っていると判断される場合

（5）大量買付者の提案する当社の株券等の買付方
法が、いわゆる強圧的二段階買収（最初の買付
けで当社の株券等の全部の買付けを勧誘するこ
となく、二段階目の買付条件を不利に設定し、
あるいは明確にしないで、公開買付け等の株券
等の買付けを行うことをいいます。）等の、株
主の皆様の判断の機会又は自由を制約し、事実
上、株主の皆様に当社の株券等の売却を強要す
るおそれがあると判断される場合

（6）大量買付者の提案する当社の株券等の買付条
件（買付対価の種類及び金額、当該金額の算定
根拠、その他の条件の具体的内容（当該取得の
時期及び方法を含みます。）、違法性の有無、実
現可能性等を含みますがこれらに限られませ
ん。）が、当社の企業価値に照らして著しく不
十分又は不適切なものであると判断される場合

（7）大量買付者による大量買付行為後の経営方針
又は事業計画の内容が不十分又は不適当である
ため、当社の独創的な技術開発力、先進的な製
造技術と一貫した品質保証体制、「プロ集団」
たる従業員との関係若しくは顧客・取引先との
切磋琢磨する関係を破壊し、又はこれに重大な
支障をきたし、当社の企業価値又は株主の皆様
の共同の利益に反するおそれがあると判断され
る場合

（8）その他(1)ないし(7)に準ずる場合で、当社の企
業価値又は株主の皆様の共同の利益を著しく損
なうと判断される場合

以 上
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（別紙４）

本新株予約権の概要

１. 本新株予約権の割当総数
　本新株予約権の割当総数は、本新株予約権の
無償割当てに関する株主総会決議による委任に
基づく取締役会決議又は株主総会決議（以下
「本新株予約権無償割当て決議」といいます。）
において別途定める一定の日（以下「割当期日」
といいます。）における当社の最終の発行済みの
普通株式の総数（ただし、同時点において当社
の有する当社の普通株式の数を除きます。）に相
当する数と同数とします。
２. 割当対象株主
　割当期日における最終の株主名簿に記録され
た株主に対し、その所有する当社の普通株式
（ただし、同時点において当社の有する当社の普
通株式を除きます。）１株につき１個の割合で本
新株予約権の無償割当てをします。
３. 本新株予約権の無償割当ての効力発生日
　本新株予約権無償割当て決議において別途定
める日とします。
４. 本新株予約権の目的である株式の種類及び数
　本新株予約権の目的である株式の種類は当社
の普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目

的である株式の数（以下「対象株式数」といい
ます。）は、１株から２株の間で本新株予約権無
償割当て決議において別途定める数とします。
ただし、当社が株式の分割又は株式の併合等を
行う場合は、所要の調整を行うものとします。
５. 本新株予約権の行使に際して出資される財産
の内容及び価額
　本新株予約権の行使に際してする出資の目的
は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資
される財産の当社の普通株式１株当たりの金額
は、１円以上で本新株予約権無償割当て決議に
おいて別途定める額とします。
６. 本新株予約権の譲渡制限
　本新株予約権の譲渡については、当社取締役
会の承認を要するものとします。
７. 本新株予約権の行使条件
　①特定大量保有者12、②特定大量保有者の共
同保有者、③特定大量買付者13、④特定大量買
付者の特別関係者、⑤これら①ないし④の者か
ら本新株予約権を当社取締役会の承認を得るこ
となく譲り受け若しくは承継した者、又は、⑥
これら①ないし⑤に該当する者の関連者14（こ
れらの者を総称して、以下「非適格者」といい
ます。）は、本新株予約権を行使することができ
ないものとします。
　なお、本新株予約権の行使条件の詳細につい
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ては、本新株予約権無償割当て決議において別
途定めるものとします。
８. 当社による本新株予約権の取得
　当社は、当社取締役会が別途定める日をもっ
て、非適格者以外の者が有する本新株予約権を
取得し、その対価として、原則として本新株予
約権と引き替えに本新株予約権１個につき当該
取得日時点における対象株式数の当社の普通株
式を交付することができるものとします。
　なお、本新株予約権の取得条項の詳細につい
ては、本新株予約権無償割当て決議において別
途定めるものとします。
９. 対抗措置発動の中止等の場合の無償取得
　当社取締役会が本新株予約権の無償割当ての

中止若しくは撤回を決議した場合又は本新株予
約権無償割当て決議において別途定める場合に
は、当社は、本新株予約権の全部を無償にて取
得することができるものとします。
10. 本新株予約権の発行
　本新株予約権に係る新株予約権証券は、発行
しないものとします。
11. 本新株予約権の行使期間等
　本新株予約権の行使期間その他必要な事項に
ついては、本新株予約権無償割当て決議におい
て別途定めるものとします。

以 上

12 「特定大量保有者」とは、当社が発行者である株券等の保有
者で、当該株券等に係る株券等保有割合が20％以上である
者、又は、これに該当することとなると当社取締役会が認め
る者をいいます。ただし、その者が当社の株券等を取得・保
有することが当社の企業価値又は株主の皆様の共同の利益に
反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償
割当て決議において別途定める者は、これに該当しないこと
とします。

13 「特定大量買付者」とは、公開買付けによって当社が発行者
である株券等（金融商品取引法第27条の２第１項に規定する
株券等を意味します。以下本注において同じです。）の買付
け等を行う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後におけ
るその者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施
行令第７条第１項に定めるものを含みます。）に係る株券等

の株券等所有割合がその者の特別関係者の株券等所有割合と
合計して20％以上となる者、又は、これに該当することとな
ると当社取締役会が認める者をいいます。ただし、その者が
当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株
主の皆様の共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者
その他本新株予約権無償割当て決議において別途定める者
は、これに該当しないこととします。

14 ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者
に支配され若しくはその者と共同の支配下にある者（当社取
締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）、又はそ
の者と協調して行動する者として当社取締役会が認めた者を
いいます。なお、「支配」とは、他の会社等の「財務及び事
業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第３
条第３項に規定されます。）をいいます。
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（別紙５）

独立委員会規程の概要

１. 独立委員会は、当社取締役会の決議により、
本対応方針の運用ないし対抗措置の発動等に関
する取締役会の恣意的判断を排し、その判断の
合理性及び公正性を担保することを目的として、
取締役会の諮問機関として、設置される。
２. 独立委員は、３名以上とし、当社の業務執行
を行う経営陣から独立した、(a)社外取締役、
(b)社外監査役又は(c)社外の有識者（実績ある
会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通
する者、弁護士、公認会計士及び学識経験者等）
で、当社経営陣から独立した者の中から、当社
取締役会の決議に基づき選任される。なお、当
社は、各独立委員との間で、善管注意義務及び
秘密保持義務に関する規定を含む契約を締結す
る。
３．独立委員会の委員の任期は、選任の時から３
年以内に終了する事業年度のうち最終のものに
関する定時株主総会の終結の日又は別途当該独
立委員と当社が合意した日までとする。ただし、
当社取締役会の決議により別段の定めをした場
合はこの限りではない。
４．独立委員会は、当社代表取締役又は各独立委
員が招集する。
５．独立委員会の議長は、各独立委員の互選によ
り選定される。
６．独立委員会の決議は、原則として、独立委員
全員が出席し、その過半数をもってこれを行う。
ただし、独立委員のいずれかに事故があるとき

　その他特段の事由があるときは、独立委員の過
半数が出席し、その過半数をもってこれを行う。
７．独立委員会は、当社取締役会の諮問に基づき、
以下の各号に記載される事項について評価・検
討した上で決議し、その決議内容を、理由を付
して当社取締役会に対して勧告する。
（1）本対応方針に係る対抗措置の発動の是非
（これらの事項についての株主意思確認総会
への付議の是非、及び、大量買付行為が当社
の企業価値又は株主共同の利益を著しく損な
うものであるか否かの判断を含む。）

（2）本対応方針に係る対抗措置の中止又は撤回
（3）本対応方針の廃止及び変更
（4）その他本対応方針に関連して当社取締役会

が任意に独立委員会に対して諮問する事項
８．独立委員会は、自ら又は当社取締役会を通じ
て、大量買付者と協議・交渉を行うことができ
る。
９. 各独立委員は、独立委員会における審議及び
決議においては、専ら当社の企業価値又は株主
共同の利益に資するか否かの観点からこれを行
うことを要し、自己又は当社の経営陣の個人的
利益を図ることを目的としてはならない。
10．独立委員会は、必要に応じて、当社の取締
役、監査役又は従業員その他必要と認める者を
出席させ、独立委員会が必要とする事項に関す
る説明を求めることができる。
11． 独立委員会は、その職務の遂行に当たり、
当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシ
ャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コ
ンサルタントその他の専門家を含む。）から助言
を得ることができる。

以 上
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（別紙６）

独立委員会委員の略歴
　
本対応方針の独立委員会の委員は、以下の３名
により構成される予定です。

多 田 公 彦
た だ きみ ひこ

昭和10年３月28日生

略歴
昭和37年11月 真田公認会計士事務所

（現 太陽ASG有限責任
監査法人）入所

昭和39年 ８月 公認会計士登録
昭和45年 ５月 公認会計士・税理士 多田

公彦事務所 開設
同月 同所 所長（現任）

平成２ 年 ９月 太陽ASG監査法人
（現 太陽ASG有限責任
監査法人）代表社員

平成19年 ７月 同社 退社

窪 田 英一郎
くぼ た えいいちろう

昭和38年６月５日生

略歴
平成３ 年 ４月 弁護士登録

同月 中村合同特許法律事務所
入所

平成５ 年 ２月 弁理士登録
平成６ 年 ６月 窪田法律特許事務所 開設
平成17年 ４月 桐蔭横浜大学法科大学院

客員教授
平成20年 １月 ロヴェルズ法律事務所

外国法共同事業
パートナー

平成22年 ５月 ホーガン・ロヴェルズ法律
事務所外国法共同事業
パートナー（現任）
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柏 原 慶 憲
かし はら よし のり

昭和24年11月25日生

略歴
昭和49年 ４月 新日本証券 株式会社

（現 みずほ証券 株式会
社）入社

平成10年 ５月 同社 運用部門担当
取締役

平成12年 ４月 新光投信 株式会社
商品企画･経理･ディスクロ
ージャー部門担当 取締役

平成16年 ４月 新光ビルディング 株式会社
総務企画・業務部担当
取締役

平成21年 ４月 同社 退社
平成22年 ６月 当社社外監査役就任（現任）

以 上
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第５号議案
取締役４名選任の件

　本定時株主総会終結の時をもって取締役全員４名
は任期満了となりますので、取締役４名の選任をお

願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は以下のとおりであります。

1 木 本 和 伸
き もと かず のぶ

昭和31年10月10日生

略歴
昭和54年 ４月 当社入社 平成18年 ４月 当社常務取締役
平成 ４年 ６月 当社取締役 化工技術本部長
平成11年 ４月 当社取締役 平成18年 ６月 当社専務取締役

情報システム事業部長 化工技術本部長
平成13年 ２月 瀋陽木本數据有限公司 平成20年 ５月 当社専務取締役

董事長 化工技術本部長兼
平成13年 ４月 当社取締役 海外事業全般担当

プリンティング事業部長 平成21年 ４月 当社専務取締役
平成14年 ５月 KIMOTO AG社長 管理本部長兼
平成15年 ４月 当社取締役 海外事業全般担当

化工・研究担当 平成21年 ６月 当社代表取締役社長（現任）
平成16年 ６月 当社常務取締役

化工・研究担当

所有する当社の株式
1,191,720株

2 笹 岡 芳 典
ささ おか よし のり

昭和30年３月23日生

略歴
昭和52年 ４月 当社入社
平成22年 ６月 当社取締役

営業本部長兼東京支店長
平成24年 ４月 当社取締役

営業本部長
平成25年 ４月 当社常務取締役

営業本部長（現任）

所有する当社の株式
18,500株

事業報告書 2013年05月24日 14時43分 $FOLDER; 42ページ （Tess 1.40 20120314_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

41

3 下 里 桂 司
しも ざと けい じ

昭和32年１月12日生

略歴
昭和54年 ４月 当社入社
平成20年 ６月 当社取締役

化工技術副本部長
平成21年 ４月 当社取締役

化工技術本部長
平成22年 ４月 当社取締役

技術本部長
平成25年 ４月 当社常務取締役

技術本部長（現任）

所有する当社の株式
27,100株

4 安 田 茂
やす だ しげる

昭和25年４月１日生

略歴
昭和47年 ８月 当社入社
平成23年 ６月 当社取締役

管理本部長
平成25年 ４月 当社常務取締役

管理本部長（現任）

所有する当社の株式
22,400株

（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第６号議案
役員賞与支給の件

　役員賞与支給につきましては、以下のとおりとい
たしたいと存じます。

　当事業年度末時点の取締役４名及び監査役４名に
対し、当事業年度末の業績等を勘案して、役員賞与
を総額10,400,000円（取締役分8,480,000円、監
査役分1,920,000円（うち社外監査役分480,000
円））支給することをお願いいたしたいと存じます。
　
　なお、各取締役及び監査役に対する金額、時期、
方法等につきましては、取締役については取締役会
の決議に、監査役については監査役の協議に、それ
ぞれご一任願いたいと存じます。

以 上
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事 業 報 告
［平成24年４月１日から平成25年３月31日まで］
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KIMOTOグループの現況

KIMOTOグループの財産及び損益の状況

区分 （単位） 平成21年度
［第50期］

平成22年度
［第51期］

平成23年度
［第52期］

平成24年度
［第53期］

売上高 （百万円） 22,948 24,784 22,383 22,387

経常利益 （百万円） 297 1,515 1,566 2,636

当期純利益 （百万円） 116 834 760 1,470

１株当たり当期純利益 （円） 4.39 31.28 28.53 56.12

総資産 （百万円） 26,649 27,679 27,555 29,243

純資産 （百万円） 17,763 18,319 18,696 20,102

1株当たり純資産額 （円） 665.93 686.76 708.88 770.93
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当連結会計年度の事業の状況

１．事業の経過及び成果
　KIMOTOグループは、タッチパネル用ハードコー
トフィルムを中心としたフラットパネルディスプレ
イ向け製品を戦略製品と位置付け、その開発と販売
に注力してまいりました。営業面においては、エレ
クトロニクス製品の世界的な製造拠点である東アジ
ア地域をターゲットとして積極的な営業を展開いた
しました。また、グループを挙げた経費削減を継続
し、経営効率のさらなる改善を進めています。

　タッチパネル用ハードコートフィルムの販売は、
スマートフォン、タブレットPC向けを中心に高付加
価値品が増加し、工程用粘着フィルムも製造業向け
に堅調に推移しました。また、北米工場での製造品
の販売が増加したことにより前年同等の売上を確保
し、生産性の向上により増益となりました。

　これらの結果、当連結会計年度における売上高は
22,387百万円（前連結会計年度比0.0％増）、営業
利益は2,373百万円（同57.0％増）、経常利益は
2,636百万円（同68.3％増）、当期純利益は1,470百
万円（同93.4％増）となりました。
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所在地別の業績
日本
　タッチパネル用ハードコートフィルムの販売は、
スマートフォン、タブレットPC向けを中心に高付加
価値品が増加し、工程用粘着フィルムも製造業向け
に堅調に推移しました。しかしながら、TV向け液晶
バックライト用フィルムの販売が減少したことによ
り減収となりましたが、生産性の向上により増益と
なりました。
　これらの結果、当連結会計年度における売上高は
19,627百万円（前連結会計年度比2.6％減）、営業
利益は2,180百万円（同37.3％増）となりました。

北米
　北米工場での製造品の販売が大幅（前連結会計年
度比）に増加したことにより増収増益となりました。
　この結果、当連結会計年度における売上高は
1,606百万円（前連結会計年度比30.4%増）、営業利
益は144百万円（前連結会計年度の営業損失は117
百万円）となりました。
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東アジア 欧州
　FPD-5製品（Flat Panel Display 5品目）の中で
は、工程用粘着フィルムの販売が減少しましたが、
他のFPD-5製品の販売が伸びたことで増収増益とな
りました。
　これらの結果、当連結会計年度における売上高は
927百万円（前連結会計年度比65.1％増）、営業利
益は169百万円（同188.1％増）となりました。

　フラットパネルディスプレイ向け製品の販売は伸
長しましたが、中小型インクジェットプリンターの
販売終了及びTV向け液晶バックライト用部材加工の
受注が減少したことにより減収となりました。
　これらの結果、当連結会計年度における売上高は
225百万円（前連結会計年度比48.1％減）、営業損
失は89百万円（前連結会計年度の営業損失は56百
万円）となりました。

（注）△は損失を示しております。
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２．設備投資の状況
　当連結会計年度におきましては、特記すべき設備
投資は行っておりません。
３．資金調達の状況
　当連結会計年度におきましては、特記すべき資金
調達は行っておりません。
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主要な事業内容

　KIMOTOグループの事業は、各種フィルムを素材
として、その表面に加工する数々の技術を開発し、
多種多様な機能を有する各種工業用材料を製造販売
している機能性フィルム事業部門と、地理情報デー
タ作成サービス及びデジタル・データ画像処理サー
ビスを行っている情報システム事業部門の２区分に
分類されます。
　さらに、機能性フィルム事業部門で取扱う品目の
用途分野は、電子・工業分野（電子・工業材料事

業）、サインディスプレイ・印刷製版分野（グラフィ
ックス事業）、設計複写・映像・環境分野（産業メデ
ィア事業）であり、情報システム事業部門で取扱う
品目の用途分野は、官公庁、測量コンサルタント及
び建設業界と多岐にわたっております。
　さらに、各事業部門において当社製品の拡販を兼
ねた関連機器の商品類も取扱っております。
　KIMOTOグループが取扱う主要な品目は次のとお
りであります。

事業部門 事業 主要な取扱品目

機能性フィルム 電子・工業材料 ハードコートフィルム、液晶部材用フィルム、
プリント基板用フィルム、光学遮光フィルム、
工程用フィルム

グラフィックス ディスプレイ用インクジェットフィルム、
CTP用フィルム及びシステム

産業メディア 環境関連フィルム、CAD用インクジェットフィルム、
プロジェクター用スクリーンフィルム

情報システム 地理情報データ作成サービス、
デジタル・データ画像処理サービス
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重要な親会社及び子会社の状況

１．親会社との関係
　該当事項はありません。
２．重要な子会社の状況

会社名
（所在地）

資本金 当社の
議決権比率

主要な事業内容

株式会社 キモトテクノ
（古河市）

90,000千円 100％ 機能性フィルム事業部門で扱う製・商品の製造及び販売

KIMOTO TECH, INC.
（米国）

14,200千米ドル 100％ 機能性フィルム事業部門で扱う製・商品の製造及び販売

KIMOTO AG
（スイス）

1,250千スイス
フラン

100％ 機能性フィルム事業部門で扱う製・商品の販売

KIMOTO POLAND Sp.z o.o.
（ポーランド）

28,621千ポーランド
ズロチ

100％ 機能性フィルム事業部門で扱う製・商品の製造及び販売

瀋陽木本実業有限公司
（中国）

3,000千米ドル 100％ 機能性フィルム事業部門で扱う製・商品の製造及び販売
情報システム事業部門で扱う製品の製造及び販売

木本新技術（上海）有限公司
（中国）

200千米ドル 100％ 機能性フィルム事業部門で扱う製・商品の販売

対処すべき課題

　KIMOTOグループは安定的な成長を図るために、
フィルム特殊加工及び電子・工業材料分野に偏るこ
となく、新市場開拓、新製品開発を推進し、収益性
の高いビジネスを創出することが必要になります。
１．欧州所在の子会社の業績向上
　欧州における収益確保に向け、ポーランドに所在
の子会社の清算及び、スイスに所在の子会社を強化
し、収益力の向上を図ります。

２．グローバル人材の育成
　成長市場へのグローバルな事業展開を継続するに
は、それぞれの地域の文化等を理解し、かつ市場の
要請はもとより、KIMOTOグループ製品の品質、性
能等に関連する豊富な知識を有する人材が求められ
ます。それらを受け在外子会社を含めた人材交流、
積極的な教育を進めグローバル人材の育成を図りま
す。
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主要な営業所及び工場

１．当社

所在地

本社 東京都新宿区新宿二丁目19番１号

支店 札幌（札幌市）、名古屋（名古屋市）、
大阪（大阪市）、福岡（福岡市）

工場 茨城（古河市）、三重（いなべ市）

研究所 技術開発センター（さいたま市）

２．子会社

会社名称

国内 株式会社 キモトテクノ（古河市）

海外 KIMOTO TECH, INC.（米国）
KIMOTO AG（スイス）
KIMOTO POLAND Sp.z o.o.（ポーランド）
瀋陽木本実業有限公司（中国）
木本新技術（上海）有限公司（中国）

使用人の状況

１．企業集団

使用人数 前連結会計年度末比増減

835名 19名減

（注）使用人数は従業員数となります。

２．当社

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

612名 1名増 39歳10か月 16年9か月

（注）使用人数は従業員数となります。

主要な借入先の状況

借入先 借入額［百万円］

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 120

株式会社 みずほ銀行 160

株式会社 りそな銀行 40

株式会社 日本政策投資銀行 430
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会社の現況

株式の状況（平成25年３月31日現在）

１．発行可能株式総数 90,000,000株
２．発行済株式の総数 27,386,282株
３．株主数 5,260名
４．大株主（上位10名）

株主名 持株数
[千株]

持株比率
[％]

きもと共栄会 2,718 10.43

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

2,227 8.54

株式会社 精和 1,801 6.91

きもと従業員持株会 1,646 6.31

木本和伸 1,191 4.57

東レ 株式会社 1,052 4.03

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

853 3.27

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 820 3.14

東京中小企業投資育成 株式会社 742 2.85

泉 株式会社 458 1.76

（注）1. 当社は自己株式を1,311千株保有しておりますが、
上記大株主からは除外しております。

2. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
3. 信託銀行等の信託業務に係る株式数については、当
社として網羅的に把握することができないため、株
主名簿上の名義での保有株式数を記載しております。

５. その他株式に関する重要な事項
　当社は、株主還元の充実を図るとともに、資本効
率の向上に資するため、会社法第459条第１項第１
号の規定による定款の定めにより、平成24年７月
31日の当社取締役会決議に基づき、平成24年８月
１日から平成24年９月11日の間、市場取引により、
300千株（自己株式を除く発行済株式総数に対する
割合は1.14％）の自己株式を総額134,731,300円
で取得いたしました。

新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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会社役員の状況

１．取締役及び監査役の状況（平成25年３月31日現在）

会社における地位 氏名 担当

代表取締役社長 木本和伸

取締役 笹岡芳典 営業本部長

取締役 下里桂司 技術本部長

取締役 安田 茂 管理本部長

常勤監査役 船山研一

常勤監査役 関 功

監査役 柏原慶憲

監査役 蘒原 信

（注）1. 監査役柏原慶憲及び蘒原信の両氏は、社外監査役で
あります。

2. 当社は、監査役の柏原慶憲及び蘒原信の両氏を、東
京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
同取引所に届け出ております。

3. 監査役柏原慶憲氏は、新光投信株式会社において、
平成12年4月から平成16年３月まで取締役として商
品企画・経理・ディスクロージャー部門を担当して
おり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し
ております。

4. 監査役蘒原信氏は、東京中小企業投資育成株式会社
において、豊富なビジネス経験や実績を積まれ、幅
広い知識や深い見識を有しております。

２．取締役及び監査役の報酬等の総額

役員区分 支給人員[名] 支給額[百万円]

取締役 5 89

監査役（うち社外監査役） 4 (2) 35 (7)

合計 9 124

（注）1. 取締役の報酬限度額は、平成16年６月29日開催の定
時株主総会において月額20百万円以内と決議いただ
いております。

2. 監査役の報酬限度額は、昭和59年７月13日開催の定
時株主総会において月額5百万円以内と決議いただい
ております。

3. 支給額には、以下のもの含まれております。
平成25年6月25日開催の定時株主総会において付議
いたします役員賞与
取締役 4名 8百万円
監査役 4名 1百万円(うち社外監査役 2名 0百万円)
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剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、連結ベースでの業績に応じた利益の配分
を基本とし、既存事業の体質強化及び将来の戦略分
野への投資に必要な資金を勘案し、配当を実施する
こととしております。連結ベースでの業績に応じた
利益配分の指標としましては、年間連結配当性向20
％以上を基準とし、目標値といたしましては年間連
結配当性向30％を掲げております。
　このような方針に基づき、当事業年度の期末配当
につきましては、当事業年度の業績を勘案いたしま
して、当社普通株式１株につき８円（普通配当６円、
創立60周年記念配当２円）とさせていただく予定で
あります。これにより、中間配当金５円と合わせた
当事業年度の年間配当金は当社普通株式１株につき
13円となります。

　なお、当社は定款に取締役会決議による剰余金
の配当等を可能とする規定を設けておりますが、
期末配当につきましては株主の皆様のご意向を直
接お伺いする機会を確保するため、定時株主総会
の決議事項とする方針であります。
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連 結 計 算 書 類
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連結貸借対照表（平成25年３月31日現在）

科目 ［単位：百万円］
資産の部

流動資産 20,780

　 現金及び預金 12,079

　 受取手形及び売掛金 5,994

　 商品及び製品 802

　 仕掛品 908

　 原材料及び貯蔵品 486

　 繰延税金資産 452

　 その他 114

　 貸倒引当金 △ 59

固定資産 8,463

　有形固定資産 6,051

　 建物及び構築物 3,529

　 機械装置及び運搬具 1,287

　 土地 914

　 建設仮勘定 21

　 その他 299

　無形固定資産 97

　 ソフトウエア 38

　 ソフトウエア仮勘定 13

　 その他 45

　投資その他の資産 2,313

　 投資有価証券 1,224

　 繰延税金資産 527

　 長期預金 300

　 その他 432

　 貸倒引当金 △ 170

資産合計 29,243

科目 ［単位：百万円］
負債の部

流動負債 6,926

　 支払手形及び買掛金 4,150

　 １年内返済予定の長期借入金 409

　 未払法人税等 695

　 賞与引当金 400

　 役員賞与引当金 10

関係会社整理損失引当金 348

　 その他 913

固定負債 2,214

　 長期借入金 382

　 退職給付引当金 1,740

　 長期預り金 71

　 その他 20

負債合計 9,141

純資産の部

株主資本 20,148

　資本金 3,274

　資本剰余金 3,427

　利益剰余金 14,052

　自己株式 △ 605

その他の包括利益累計額 △ 46

　その他有価証券評価差額金 255

　為替換算調整勘定 △ 301

純資産合計 20,102

負債純資産合計 29,243

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

科目 ［単位：百万円］
売上高 22,387
売上原価 15,145
売上総利益 7,241
販売費及び一般管理費 4,867
営業利益 2,373
　営業外収益 288
　 受取利息 24
　 受取配当金 22
　 受取ロイヤリティー 3
　 物品売却益 4
為替差益 198

　 その他 34
　営業外費用 25
　 支払利息 20
　 その他 5
経常利益 2,636
　特別利益 2
　 固定資産売却益 1
　 補助金収入 1
　特別損失 475
　 固定資産売却損 20
　 固定資産廃棄損 2
　 減損損失 105
　 関係会社整理損失引当金繰入額 348
税金等調整前当期純利益 2,163
　法人税、住民税及び事業税 1,001
　法人税等調整額 △309
少数株主損益調整前当期純利益 1,470
当期純利益 1,470
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

［単位：百万円］

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,274 3,427 12,843 △ 471 19,074

当期変動額

　剰余金の配当 △ 262 △ 262

　当期純利益 1,470 1,470

　自己株式の取得 △ 134 △ 134

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - 1,208 △ 134 1,073

当期末残高 3,274 3,427 14,052 △ 605 20,148

その他の包括利益累計額 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定 その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 182 △ 560 △ 377 18,696

当期変動額

　剰余金の配当 △ 262

　当期純利益 1,470

　自己株式の取得 △ 134

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額） 72 258 331 331

当期変動額合計 72 258 331 1,405

当期末残高 255 △ 301 △ 46 20,102

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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計 算 書 類
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貸借対照表（平成25年３月31日現在）

科目 ［単位：百万円］
資産の部
流動資産 18,999
　 現金及び預金 10,971
　 受取手形 769
　 売掛金 5,051
　 リース投資資産 0
　 商品及び製品 594
　 仕掛品 879
　 原材料及び貯蔵品 392
　 前払費用 56
　 繰延税金資産 276
　 その他 52
　 貸倒引当金 △ 45
固定資産 9,768
　有形固定資産 5,510
　 建物 3,065
　 構築物 89
　 機械及び装置 1,149
　 車両運搬具 5
　 工具、器具及び備品 292
　 土地 886
　 建設仮勘定 21
　無形固定資産 65
　 ソフトウエア 31
　 ソフトウエア仮勘定 13
　 その他 20
　投資その他の資産 4,192
　 投資有価証券 1,224
　 関係会社株式 1,212
　 関係会社出資金 350
　 繰延税金資産 853
　 長期預金 300
　 敷金 164
　 その他 242
　 貸倒引当金 △ 155
資産合計 28,768

科目 ［単位：百万円］
負債の部
流動負債 6,615
　 支払手形 496
　 買掛金 3,623
　 １年内返済予定の長期借入金 409
　 リース債務 1
　 未払金 463
　 未払費用 129
　 未払法人税等 671
　 賞与引当金 400
　 役員賞与引当金 10
　 設備関係支払手形 1
　 設備関係未払金 110
　 その他 298
固定負債 2,214
　 長期借入金 382
　 退職給付引当金 1,740
　 長期未払金 20
　 長期預り金 71
負債合計 8,830
純資産の部
株主資本 19,682
　資本金 3,274
　資本剰余金 3,427
　 資本準備金 3,163
　 その他資本剰余金 264
　利益剰余金 13,586
　 利益準備金 211
　 その他利益剰余金 13,374
　 買換資産圧縮積立金 29
　 別途積立金 10,120
　 繰越利益剰余金 3,225
　自己株式 △ 605
評価換算差額等 255
　その他有価証券評価差額金 255
純資産合計 19,937
負債純資産合計 28,768

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

科目 ［単位：百万円］
売上高 20,621
売上原価 14,092
売上総利益 6,529
販売費及び一般管理費 4,353
営業利益 2,176
　営業外収益 208
　 受取利息 3
　 受取配当金 22
　 受取手数料 2
　 受取ロイヤリティー 5
　 物品売却益 4
　 受取賃貸料 8
　 為替差益 138
　 その他 21
　営業外費用 29
　 支払利息 21
　 社債利息 0
　 賃貸収入原価 3
　 その他 4
経常利益 2,355
　特別利益 1
　 固定資産売却益 0
　 補助金収入 1
　特別損失 474
　 固定資産売却損 19
　 固定資産廃棄損 1
　 減損損失 105
　 関係会社株式評価損 348
税引前当期純利益 1,882
　法人税、住民税及び事業税 938
　法人税等調整額 △ 502
当期純利益 1,447
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

［単位：百万円］

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金
合計

買換資産
圧縮積立金

別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 3,274 3,163 264 3,427 211 31 10,120 2,038 12,401

当期変動額

　剰余金の配当 △ 262 △ 262

　買換資産圧縮積立金
　の取崩

△ 1 1 -

　当期純利益 1,447 1,447

　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - - - - △ 1 - 1,186 1,184

当期末残高 3,274 3,163 264 3,427 211 29 10,120 3,225 13,586

株主資本 評価換算差額等 純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価換算
差額等合計

当期首残高 △ 471 18,632 182 182 18,814

当期変動額

　剰余金の配当 △ 262 △ 262

　買換資産圧縮積立金
　の取崩

- -

　当期純利益 1,447 1,447

　自己株式の取得 △ 134 △ 134 △ 134

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）

72 72 72

当期変動額合計 △ 134 1,050 72 72 1,122

当期末残高 △ 605 19,682 255 255 19,937

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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監 査 報 告 書
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連結計算書類に係る会計監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成25年５月20日

株式会社きもと
取締役会 御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 村 茂 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 兼 宏 章 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社きもとの平成24年4月1日から平成25年3月31日までの連

結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につい

て監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査

の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況

に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

きもと及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成25年５月20日

株式会社きもと
取締役会 御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 村 茂 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 兼 宏 章 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社きもとの平成24年4月1日から平成25年3月31日まで

の第53期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明

細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、

監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示

に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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　当監査役会は、平成24年4月1日から平成25年3月31日までの第53期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が

作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い

たします。

　

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、当期の監査方針、職務分担等の監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受

けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、職務分担等の監査計画に従い、取締役、

内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重

要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載さ

れている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保す

るために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び

当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況

について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取締役会その

他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社については、子会社の取締役及び監査役

等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業

年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行

が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基

準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）

について検討いたしました。
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2．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業

報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については、指

摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基

本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目

的とするものではないと認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人太陽ASG有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人太陽ASG有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成25年５月23日

株式会社きもと監査役会

常勤監査役 船 山 研 一 ㊞
常勤監査役 関 功 ㊞
社外監査役 柏 原 慶 憲 ㊞
社外監査役 蘒 原 信 ㊞

以 上
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株主総会 会場ご案内

開催日時

平成25年６月25日（火）
午前10時 開始

（午前９時30分受付開始予定）

開催場所

野村コンファレンスプラザ日本橋
６階大ホール

東京都中央区日本橋室町2-4-3
YUITO（日本橋室町野村ビル）
TEL. 03-3277-0888（代表）
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日本橋口 B11出口

1番出口

交通機関のご案内

東京メトロ銀座線・半蔵門線
三越前駅（Ａ９出口直結）徒歩１分

JR 総武本線
新日本橋駅（１番出口）徒歩１分

東京メトロ銀座線・東西線
日本橋駅（Ｂ11出口）徒歩７分

JR 各線
神田駅（南口）徒歩７分

JR 各線
東京駅（日本橋口）徒歩７分
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